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熊本市火災予防条例（昭和３７年条例第１１号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）

第９条の規定に基づき火を使用する設備の位置、構造及び管理の基準等について、

法第９条の２の規定に基づき住宅用防災機器の設置及び維持に関する基準等につ

いて、法第９条の４の規定に基づき指定数量未満の危険物等の貯蔵及び取扱いの

基準等について並びに法第２２条第４項の規定に基づき火災に関する警報の発令

中における火の使用の制限について定めるとともに、本市における火災予防上必

要な事項を定めることを目的とする。 

第１条 この条例は、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）

第９条の規定に基づき火を使用する設備の位置、構造及び管理の基準等について、

法第９条の２の規定に基づき住宅用防災機器の設置及び維持に関する基準等につ

いて、法第９条の４の規定に基づき指定数量未満の危険物等の貯蔵及び取扱いの

基準等について並びに法第２２条第４項の規定に基づき火災に関する警報の発令

中における火の使用の制限について定めるとともに、本市における火災予防上必

要な事項を定めることを目的とする。 

（変電設備） （変電設備） 

第11条 屋内に設ける変電設備（全出力２０キロワット以下のもの及び次条に掲げ

るものを除く。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらな

ければならない。 

第11条 屋内に設ける変電設備（全出力２０キロワット以下のもの及び次条に掲げ

るものを除く。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらな

ければならない。 

(1) 水が浸入し、又は浸透するおそれのない位置に設けること。 (1) 水が浸入し、又は浸透するおそれのない位置に設けること。 

(2) 可燃性又は腐食性の蒸気又はガスが発生し、又は滞留するおそれのない位置

に設けること。 

(2) 可燃性又は腐食性の蒸気又はガスが発生し、又は滞留するおそれのない位置

に設けること。 

(3) 変電設備（消防長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービク

ル式のものを除く。）は、不燃材料で造った壁、柱、床及び天井（天井のない

場合にあっては、はり又は屋根。以下同じ。）で区画され、かつ、窓及び出入

口に防火戸を設ける室内に設けること。ただし、変電設備の周囲に有効な空間

を保有する等防火上支障のない措置を講じた場合においては、この限りでない。 

(3) 変電設備（消防長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービク

ル式のものを除く。）は、不燃材料で造った壁、柱、床及び天井（天井のない

場合にあっては、はり又は屋根。以下同じ。）で区画され、かつ、窓及び出入

口に防火戸を設ける室内に設けること。ただし、変電設備の周囲に有効な空間

を保有する等防火上支障のない措置を講じた場合においては、この限りでない。 

(3)の2 キュービクル式のものにあっては、建築物等の部分との間に換気、点検

及び整備に支障のない距離を保つこと。 

(3)の2 キュービクル式のものにあっては、建築物等の部分との間に換気、点検

及び整備に支障のない距離を保つこと。 

(3)の3 第３号の壁等をダクト、ケーブル等が貫通する部分には、すき間を不燃

材料で埋める等火災予防上有効な措置を講ずること。 

(3)の3 第３号の壁等をダクト、ケーブル等が貫通する部分には、すき間を不燃

材料で埋める等火災予防上有効な措置を講ずること。 

(4) 屋外に通ずる有効な換気設備を設けること。 (4) 屋外に通ずる有効な換気設備を設けること。 
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(5) 見やすい箇所に変電設備である旨を表示した標識を設けること。 (5) 見やすい箇所に変電設備である旨を表示した標識を設けること。 

(6) 変電設備のある室内には、係員以外の者をみだりに出入させないこと。 (6) 変電設備のある室内には、係員以外の者をみだりに出入させないこと。 

(7) 変電設備のある室内は、常に、整理及び清掃に努めるとともに、油ぼろその

他の可燃物をみだりに放置しないこと。 

(7) 変電設備のある室内は、常に、整理及び清掃に努めるとともに、油ぼろその

他の可燃物をみだりに放置しないこと。 

(8) 定格電流の範囲内で使用すること。 (8) 定格電流の範囲内で使用すること。 

(9) 必要な知識及び技能を有する者として消防長が指定するものに必要に応じ

設備の各部分の点検及び絶縁抵抗等の測定試験を行わせ、不良箇所を発見した

ときは、直ちに補修させるとともに、その結果を記録し、かつ、保存すること。 

(9) 必要な知識及び技能を有する者として消防長が指定するものに必要に応じ

設備の各部分の点検及び絶縁抵抗等の測定試験を行わせ、不良箇所を発見した

ときは、直ちに補修させるとともに、その結果を記録し、かつ、保存すること。 

(10) 変圧器、コンデンサーその他の機器及び配線は、堅固に床、壁、支柱等に

固定すること。 

(10) 変圧器、コンデンサーその他の機器及び配線は、堅固に床、壁、支柱等に

固定すること。 

２ 屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける電気事業者用のもの並びに消

防長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービクル式のものを除

く。）にあっては、建築物から３メートル以上の距離を保たなければならない。

ただし、不燃材料で造り、又はおおわれた外壁で開口部のないものに面するとき

は、この限りでない。 

２ 屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける電気事業者用のもの並びに消

防長が火災予防上支障がないと認める構造を有するキュービクル式のものを除

く。）にあっては、建築物から３メートル以上の距離を保たなければならない。

ただし、不燃材料で造り、又はおおわれた外壁で開口部のないものに面するとき

は、この限りでない。 

３ 前項に規定するもののほか、屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける

電気事業者用のものを除く。）の位置、構造及び管理の基準については、第１項

第３号の２及び第５号から第１０号までの規定を準用する。 

３ 前項に規定するもののほか、屋外に設ける変電設備（柱上及び道路上に設ける

電気事業者用のものを除く。）の位置、構造及び管理の基準については、第１項

第３号の２及び第５号から第１０号までの規定を準用する。 

（急速充電設備） （急速充電設備） 

第11条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車等（電気を動

力源とする自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類するものを

いう。以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するた

めのものをいう。以下同じ。）を用いて           充電する設備（全

出力２０キロワット以下のものを除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能

を有する設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納する設

備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）により構成されるもの

をいう。以下同じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下同じ。）の位置、構

第11条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車等（電気を動

力源とする自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第

９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付自転車をいう。第１

２号において同じ。）をいう。以下この条において同じ。）に充電する設備（全

出力２０キロワット以下のもの及び全出力２００キロワットを超えるものを除

く。）をいう                               

                                    

                        。以下同じ。）の位置、構
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造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。 造及び管理は、次に掲げる基準によらなければならない。 

(1) 急速充電設備（全出力５０キロワット以下のもの及び消防長が認める延焼を

防止するための措置が講じられているものを除く。）を屋外に設ける場合にあ

っては、建築物から３メートル以上の距離を保つこと。ただし、次に掲げるも

のにあっては                     、この限りでない。 

  ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの 

 イ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

(1) 急速充電設備（全出力５０キロワット以下のもの及び消防長が認める延焼を

防止するための措置が講じられているものを除く。）を屋外に設ける場合にあ

っては、建築物から３メートル以上の距離を保つこと。ただし、不燃材料で造

り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは、この限りでない。 

【新設】 

【新設】 

(2) その筐
きょう

体は、不燃性の金属材料で造ること。ただし、分離型のものの充電

ポストにあっては、この限りでない。 

(2) その筐
きょう

体は、不燃性の金属材料で造ること。ただし、分離型のものの充電

ポストにあってはこの限りでな い。 

(3) 堅固に床、壁、支柱等に固定すること。 (3) 堅固に床、壁、支柱等に固定すること。 

(4) 雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 (4) 雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 

(5) 充電を開始する前に、急速充電設備と電気自動車等との間で自動的に絶縁状

況の確認を行い、絶縁されていない場合には、充電を開始しない措置を講ずる

こと。 

(5) 充電を開始する前に、急速充電設備と電気自動車等との間で自動的に絶縁状

況の確認を行い、絶縁されていない場合には、充電を開始しない措置を講ずる

こと。 

(6) コネクター と電気自動車等が確実に接続されていない場合には、充電を開

始しない措置を講ずること。 

(6) 急速充電設備と電気自動車等が確実に接続されていない場合には、充電を開

始しない措置を講ずること。 

(7)  コネクターが電気自動車等に接続され、 電圧が印加されている場合には、

当該コネクターが当該電気自動車等から外れないようにする措置を講ずるこ

と。 

(7) 急速充電設備と電気自動車等との接続部に電圧が印加されている場合には、

当該接続部が            外れないようにする措置を講ずるこ

と。 

(8) 漏電、地絡及び制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、漏電、地絡又

は制御機能の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措

置を講ずること。 

(8) 漏電、地絡及び制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、漏電、地絡又

は制御機能の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措

置を講ずること。 

(9) 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知した

場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(9) 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知した

場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(10) 異常な高温とならないこと。また、異常な高温となった場合には、急速充

電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(10) 異常な高温とならないこと。また、異常な高温となった場合には、急速充

電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(11) 急速充電設備を手動で緊急に停止することができる装置を、当該急速充電 (11) 急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を講ずる    
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設備の利用者が異常を認めたときに速やかに操作することができる箇所に設け

ること。 

                                   

 こと。 

(12)  急速充電設備と電気自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。 (12) 自動車等         の衝突を防止する措置を講ずること。 

(13) コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。

以下この号において同じ。）について、操作に伴う不時の落下を防止する措置

を講ずること。ただし、コネクターに十分な強度を有するものにあっては、こ

の限りでない。 

(13) コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。

以下この号において同じ。）について、操作に伴う不時の落下を防止する措置

を講ずること。ただし、コネクターに十分な強度を有するものにあっては、こ

の限りでない。 

(14) 充電用ケーブルを冷却するため液体を用いるものにあっては、当該液体が

漏れた場合に、漏れた液体が内部基板等の機器に影響を与えない構造とするこ

と。また、充電用ケーブルを冷却するために用いる液体の流量及び温度の異常

を自動的に検知する構造とし、当該液体の流量又は温度の異常を検知した場合

には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(14) 充電用ケーブルを冷却するため液体を用いるものにあっては、当該液体が

漏れた場合に、漏れた液体が内部基板等の機器に影響を与えない構造とするこ

と。また、充電用ケーブルを冷却するために用いる液体の流量及び温度の異常

を自動的に検知する構造とし、当該液体の流量又は温度の異常を検知した場合

には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(15) 複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気自動車等に同時に充電する機能

を有するものにあっては、出力の切替えに係る開閉器の異常を自動的に検知す

る構造とし、当該開閉器の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に

停止させる措置を講ずること。 

(15) 複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気自動車等に同時に充電する機能

を有するものにあっては、出力の切替えに係る開閉器の異常を自動的に検知す

る構造とし、当該開閉器の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に

停止させる措置を講ずること。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当該蓄電池（主

として保安のために設けるものを除く。）について次に掲げる措置を講ずるこ

と。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当該蓄電池（主

として保安のために設けるものを除く。）について次に掲げる措置を講ずるこ

と。 

ア 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知し

た場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

ア 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知し

た場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

イ 異常な高温とならないこと。 イ 異常な高温とならないこと。 

ウ 温度の異常を自動的に検知する構造とし、異常な高温又は低温を検知した

場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

ウ 温度の異常を自動的に検知する構造とし、異常な高温又は低温を検知した

場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

エ 制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、制御機能の異常を検知した

場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

エ 制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、制御機能の異常を検知した

場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

(17) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池（主と 【新設】 
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して保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

(18) 急速充電設備の周囲は、換気、点検及び整備に支障のないようにすること。 

 

(17) 急速充電設備の周囲は、換気、点検及び整備に支障のないようにすること。 

(19) 急速充電設備の周囲は、常に、整理及び清掃に努めるとともに、油ぼろそ

の他の可燃物をみだりに放置しないこと。 

(18) 急速充電設備の周囲は、常に、整理及び清掃に努めるとともに、油ぼろそ

の他の可燃物をみだりに放置しないこと。 

２ 前項に規定するもののほか、急速充電設備の位置、構造及び管理の基準につい

ては、前条第１項第２号、第５号、第８号及び第９号の規定を準用する。 

２ 前項に規定するもののほか、急速充電設備の位置、構造及び管理の基準につい

ては、前条第１項第２号、第５号、第８号及び第９号の規定を準用する。 

（避雷設備） 

第16条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が指定する日本産業規格（産業標準化

法（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。以下同

じ。）に適合するものとしなければならない。 

2 避雷設備の管理については、第11条第1項第9号の規定を準用する。 

（避雷設備） 

第16条 避雷設備の位置及び構造は、消防長が指定する日本産業規格（産業標準化

法（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。以下同

じ。）に適合するものとしなければならない。 

2 避雷設備の管理については、第11条第1項第9号の規定を準用する。 

（基準の特例） （基準の特例） 

第17条の３ この節の規定は、この節に掲げる設備について、消防長又は所轄消防

署長が、当該設備の位置、構造及び管理並びに周囲の状況から判断して、この節

の規定による基準によらなくとも、火災予防上支障がないと認めるとき又は予想

しない特殊の設備を用いることにより、この節の規定による基準による場合と同

等以上の効力があると認めるときにおいては、適用しない。 

第17条の３ この節の規定は、この節に掲げる設備について、消防長又は所轄消防

署長が、当該設備の位置、構造及び管理並びに周囲の状況から判断して、この節

の規定による基準によらなくとも、火災予防上支障がないと認めるとき又は予想

しない特殊の設備を用いることにより、この節の規定による基準による場合と同

等以上の効力があると認めるときにおいては、適用しない。 

（喫煙等） （喫煙等） 

第23条 次に掲げる場所で、規則で定める場所においては、喫煙し、若しくは裸火

を使用し、又は当該場所に火災予防上危険な物品を持ち込んではならない。ただ

し、特に必要な場合において所轄消防署長が火災予防上支障がないと認めたとき

は、この限りでない。 

第23条 次に掲げる場所で、規則で定める場所においては、喫煙し、若しくは裸火

を使用し、又は当該場所に火災予防上危険な物品を持ち込んではならない。ただ

し、特に必要な場合において所轄消防署長が火災予防上支障がないと認めたとき

は、この限りでない。 

(1) 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂若しくは集会場（以下「劇場等」と

いう。）の舞台又は客席 

(1) 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂若しくは集会場（以下「劇場等」と

いう。）の舞台又は客席 

(2) 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場（以下「百貨

店等」という。）の売場又は展示部分 

(2) 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗又は展示場（以下「百貨

店等」という。）の売場又は展示部分 

(3) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規定によって重要文化財、重 (3) 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規定によって重要文化財、重
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要有形民俗文化財、史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重要美

術品等の保存に関する法律（昭和８年法律第４３号）の規定によって重要美術

品として認定された建造物の内部又は周囲 

要有形民俗文化財、史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重要美

術品等の保存に関する法律（昭和８年法律第４３号）の規定によって重要美術

品として認定された建造物の内部又は周囲 

(4) 第１号及び第２号に掲げるもののほか、火災が発生した場合に人命に危険を

生ずるおそれのある場所 

(4) 第１号及び第２号に掲げるもののほか、火災が発生した場合に人命に危険を

生ずるおそれのある場所 

２ 前項の規則で定める場所には、客席の前面その他の見やすい箇所に「禁煙」、

「火気厳禁」又は「危険物品持込み厳禁」と表示した標識を設けなければならな

い。この場合において標識の色は、地は赤色、文字を白色とするものとする。 

２ 前項の規則で定める場所には、客席の前面その他の見やすい箇所に「禁煙」、

「火気厳禁」又は「危険物品持込み厳禁」と表示した標識を設けなければならな

い。この場合において標識の色は、地は赤色、文字を白色とするものとする。 

【削る】 ３ 前項の場合において、併せて図記号による標識を設けるときは、別表第７に定

めるものとしなければならない。 

３ 第１項の規則で定める場所（同項第３号に掲げる場所を除く。）を有する防火

対象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める措置

を講じなければならない。 

４ 第１項の規則で定める場所（同項第３号に掲げる場所を除く。）を有する防火

対象物の関係者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める措置

を講じなければならない。 

(1) 当該防火対象物内において全面的に喫煙が禁止されている場合 当該防火

対象物内において全面的に喫煙が禁止されている旨の標識の設置その他の当該

防火対象物内における全面的な喫煙の禁止を確保するために所轄消防署長が火

災予防上必要と認める措置 

(1) 当該防火対象物内において全面的に喫煙が禁止されている場合 当該防火

対象物内において全面的に喫煙が禁止されている旨の標識の設置その他の当該

防火対象物内における全面的な喫煙の禁止を確保するために所轄消防署長が火

災予防上必要と認める措置 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置

及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置（健康増進法（平成

１４年法律第１０３号）第３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を設ける場

合においてはこの限りでない。） 

(2) 前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置

及び当該喫煙所における「喫煙所」と表示した標識の設置（併せて図記号によ

る標識を設けるときは、別表第７に定めるものとしなければならない    

             。） 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設けるとき

は、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては

国際標準化機構が定めた規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合す

るものとし、「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては国際標

準化機構が定めた規格第７００１号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するもの

としなければならない。 

【新設】 

５ 第３項第２号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊 ５ 前項第２号 に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊
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下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けなければならない。た

だし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止されている旨の標識の設置

その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保するために所轄消防署長が火

災予防上必要と認める措置を講じた場合は、当該階において喫煙所を設けないこ

とができる。 

下（通行の用に供しない部分を除く。）以外の場所に設けなければならない。た

だし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が禁止されている旨の標識の設置

その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保するために所轄消防署長が火

災予防上必要と認める措置を講じた場合は、当該階において喫煙所を設けないこ

とができる。 

６ 前項の喫煙所の床面積の合計は、客席の床面積の合計の３０分の１以上としな

ければならない。ただし、所轄消防署長が、当該場所の利用状況等から判断して、

火災予防上支障がないと認めるときは、この限りでない。 

６ 前項の喫煙所の床面積の合計は、客席の床面積の合計の３０分の１以上としな

ければならない。ただし、所轄消防署長が、当該場所の利用状況等から判断して、

火災予防上支障がないと認めるときは、この限りでない。 

７ 第１項の規則で定める場所の関係者は、当該場所で喫煙し、若しくは裸火を使

用し、又は当該場所に火災予防上危険な物品を持ち込もうとしている者があると

きは、これを制止しなければならない。 

７ 第１項の規則で定める場所の関係者は、当該場所で喫煙し、若しくは裸火を使

用し、又は当該場所に火災予防上危険な物品を持ち込もうとしている者があると

きは、これを制止しなければならない。 

第７章 罰則 第７章 罰則 

（罰則） （罰則） 

第49条 次の各号のいずれかに該当するものは、３００，０００円以下の罰金に処

する。 

第49条 次の各号のいずれかに該当するものは、３００，０００円以下の罰金に処

する。 

(1) 第３０条の規定に違反して指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物

を貯蔵し、又は取り扱った者 

(1) 第３０条の規定に違反して指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物

を貯蔵し、又は取り扱った者 

(2) 第３１条の規定に違反した者 (2) 第３１条の規定に違反した者 

(3) 第３３条又は第３４条の規定に違反した者 (3) 第３３条又は第３４条の規定に違反した者 

(4) 第４２条の４第２項の規定に違反して、同条第１項に規定する火災予防上必

要な業務に関する計画を提出しなかった者 

(4) 第４２条の４第２項の規定に違反して、同条第１項に規定する火災予防上必

要な業務に関する計画を提出しなかった者 

第50条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下

この項において同じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をした

ときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同条の刑を科する。 

第50条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下

この項において同じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をした

ときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同条の刑を科する。 

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管

理人が、その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管

理人が、その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は
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被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 

別表第４から別表第７まで 削除 別表第４から別表第６まで 削除 

 別表第７（第２３条関係） 

 表示の種類 図記号 色 

禁煙である旨の

表示 

 

記号は黒、斜めの

帯及び枠は赤、地

は白 

火気厳禁である

旨の表示 

 

記号は黒、斜めの

帯及び枠は赤、地

は白 

喫煙所である旨

の表示  

記号は黒、地は白 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

(1) 次号に掲げる規定以外の規定 公布の日 

(2) 第１１条の２第１項の改正規定及び次項の規定 令和５年１０月１日 

（経過措置） 

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているこの条例による改正後の熊本市火災予防条例（以下「新条例」という。）第１１

条の２第１項に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお従前の例による。 

３ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中「喫煙専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律（平

成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第２項に規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものとする。 

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第２３条第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、新条例第２３条

第４項の規定に適合しないものについては、当該規定にかかわらず、なお従前の例による。 


